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要 約

第1紫尾山 トンネルの起点側坑口より約600m付近には,土被 りID以下の沢部が約120mにわた

って存在する.この沢部には,二次覆工打設後に トンネル掘削ズリが数年間にわたって盛土さ

れ,最大盛土高さは約30mとなる.

この盛土荷重に対 して トンネルが安定を維持するために,地山形状や施工手順を考慮 した有

限要素法による構造検討を行った.検討では,考えられる対策工に対 して,二次覆工断面力,

施工性,経済性を比較検討し,最適な対策工を追求した.

検討の結果,偏土庄防止用人工地山の構築,高強度コンクリー トおよび高強度鉄筋の使用に

よる断面補強を行う対策工を採用した.
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§1.はじめに

全国新幹線鉄道整備法に基づく整備計画が定められて

いる整備新幹線のうち,九州新幹線はその整備が積極的

に推進されている路線の一つである.

第 1紫尾山 トンネルは,その九州新幹線鹿児島ルー ト

*土木設計部設計課

**九州 (支)新幹線第 1紫尾山 (也)

***関西 (支)土木部土木課

(八代-西鹿児島軌 延長約125km)のうち,鹿児島県

出水市武本地内における延長2,435mの トンネルである

(図- 1).本 トンネルの 63k368m (トンネル起点側坑口

より約600m)付近は沢地形を呈 し,延長約120mにわた

って土被 り1D (D:掘削幅)以下の区間が存在する.ま

た,その最′ト土被 りは,0-1m程度であることが確認さ

れている.

この沢部は貴重な土捨場とされており,当該 トンネル

の二次覆工打設後に掘削ズリが盛土され,将来公園など

に利用される計画である.その寛大盛土高さは約30mで

ある.したがって,掘削時の トンネル土被 りが小さいこ

と,二次覆工打設後に盛土されることから,グラウンド

アーチの形成は困難であり,盛土高さ相当の仝鉛直土庄

が トンわ レに作用 し, トンネル覆工には大きな断面力が

発生するものと判断した.

既往の文献りによれば,土被 りの小さい トンネル直上

の高盛土施工は数例あり,その対策工はRC防護アーチ

の構築,覆工厚の増加,軽量盛土等により施されている.

しかし,施工後の観察 ･計測の結果,覆工にクラックの
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図-1 検討箇所位置図

発生, トンネル縦断方向の不等沈下等の問題が報告され

ている.

本報告は,FEM解析を用いて, トンネル直上の高盛土

を考慮 した二次覆工の設計を行った事例について報告す

るものである.

§2.検討箇所の概要

検討箇所は, トンネル起点 (62k797m)側坑口より約

600mに位置する.図-2に検討箇所平面図,図-3に

検討断面図を示す. トンネル概要,地形 ･地質概要は以

下の通 りである.

(1)トンネル概要

工事名 :九幹鹿,第1紫尾山 トンネル他 1,2

発注者 :日本鉄道建設公団 九州新幹線建設局

工 期 :平成8年9月6日-平成11年11月29日

諸 元 :トンわ レ延長 L=2,435m

掘削断面積 A=79.9m2

機械掘削方式NATM

(2)地形 ･地質概要

当該 トンネルは,出水平野の南方,出水山地から連な

る標高200m程度の丘陵部に位置する. トンネル計画位

置の土被 りは比較的小 さく,最大でも70m程度である.

中でも検討箇所付近では,最小土被 りが0-1111程度となる.

検討箇所の地表面には希少植物のヒノタニシダが群生

し,また国有保安林に指定されているため,事前に人工

地山を構築 し土被 りを確保することや開削工法を適用す

ることは工程の関係から困難であった.

当該地域の地質は,中生代ジュラ紀から白亜紀の四万

十層群であ り,主に砂岩 ･頁岩 ･輝線凝灰岩 ･砂岩頁岩

互層より構成される.
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図- 2 検討箇所平面図

図-3 検討断面図

$3.対策工必要範囲 ･補強区間の言受定

3-1 対策工必要範囲の設定

対策工必要範囲は,工事の順序の制約上から既設 トン

ネルに対する上部盛土の近接施工と位置付け,参考文献2)

に示されている ｢トンネル上部の盛土｣の指標より設定

することとした.図-4に近接度の区分を示す.

図-4より,(a)H<1D (H:盛土前の土被 り,D :派

削幅)となる区間は,地山上部に盛土を行 う場合には盛

土高さに関わらず対策工が必要となる.このため,土被

りlD未満の63K307m-63K427m区間は,無条件で対策

工必要範囲となる.

また,(b)lD≦H<3Dとなる区間は,盛土高さが土被

りの1/2以上 になる と対策工が必要 となる.そこで,

図-5より土被 りlD箇所 と2D箇所において,土被 りと

盛土高さの関係が2:1となる高さを設定 し,この線 と計

画盛土高さの線が交差する位置を求めた.その交点は,
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既設 トンネル

(b) lD≦H<3Dの場合

図-4 近接度の区分 (トンわ レ上部の盛土)2〉

63K258m,63K448mである.

以上の結果から,63K258m～63K448mのL,=190m区間

を対策工必要範囲とした.

3-2 補強区間の設定

対策工必要範囲の地形は,尾根～沢部～尾根の窪地状

を呈 し,また地山の弾性波速度測定結果では,地表面形

状に沿った低速度帯が分布することが確認されている3}.

このような地形,地質条件において,全区間に同一の対
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策工を適用 した場合,不経済であると言える.

そこで,図-4に示 した近接度の区分においても境界

となっている1D以上の範囲を別に区分することとし,

起点側土被 りlD以上の区間(63k258m～63k307m)を補強

Ⅱ区間,終点側土被 りlD以上の区間(63k427m-

63k448m)を補強 Ⅲ区間 とし土被 りID未満の区間

(63k307m-63k427m)を補強 Ⅰ区間とした.

また補強 I区間は,区間長がLJ=120mと長いうえ,土

被 りがほとんどない特別な区間と土被 りが0.5D程度確

保できる区間に分けることができる.そのため,より経

済性を追求するために,前者をトa区間,後者をトb区

間とした.

図-5にトンネル縦断方向の対策工必要範囲および補

強区間を示す.

$4.二次覆工の設計

4-1 検討概要

高盛土による上載荷重に対 し,十分安定な トンネル構

造を決定することを目的として検討を行った.

事前解析結果より,当初の標準断面形状 (図-6)で

は,アーチ部とインバー ト部の接合部付近において局部

的に大きな断面力が発生すること,また,補強 Ⅰ区間で

は土被 りが小さいため, トンネルに偏土庄が作用する傾

向が把接された.

そこで, トンネルに発生する断面力を均一に分布させ

るために, トンネル断面をできるだけ円形に近い形状に

∴
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図-5 トンネル縦断方向の対策工必要範囲および補強区間
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変更することとし,その結果,中央排水工を抱き込んだ

インバー ト形状とした (図- 7).また,補強 Ⅰ区間に

おいては,偏土庄防止のため,トンネル天端部に地山相当

の変形係数を有する人工地山の構築を行うものとした.

さらに,二次覆工の構造検討に加えて補助工法などの

対策工をトンネルに施 した場合,二次覆工の断面力の低

減にどの程度効果があるか,また施工性,経済性の観点

から比較検討を行った.検討を行った主な対策工は,以

下の4通 りである.

①コンクリー ト･鉄筋による補強

②EPS (軽量盛土材)を併用 した場合

③ トンネル上部にコンクリー トスラブを構築した場合

④ トンネル側部 ･下部を地盤改良した場合

検討に際して,盛土による荷重は二次覆工が全荷重を

負担するものとし,一次支保工はその荷重を負担 しない

ものと考えた.

図-6 当初標準断面図

溶接金網 鋼製支保ニー二

図-7 補強区間標幾断面Exj

78

西松建設技報 Vol,22

4-2 解析手法

解析は,二次元平面ひずみ問題とし,地山形状の影響

や施工手順が考慮可能な有限要素法 (デEM)による線形

弾性解析とした.掘削に伴う地山の解放力は,切羽進行

の三次元効果を反映させるために,解析ステップの トン

ネル掘削完了時に掘削解放荷重の35%が解放され, トン

ネル一次支保施工後に残 りの65%が解放されるものと考

える.

また,盛土荷重は仝土被 り荷重を考え,二次覆工構築

後に我荷されるものとし,安全側に一次支保工は盛土荷

重を全 く負担 しないものとした.トンネルの初期地圧は,

FEMの自重解析により求めた.このときの初期側圧係数K

は,当該区間の土被 りが小さいことから,地山の側圧に

対応 していると考え,ポアソン比か ら求められる値

(K-y/(1-y))と仮定 した.掘削計算時の側圧係数も

同様に,均質弾性体と仮定したポアソン比から求められ

る値とした.

4-3 解析モデル

図-8に解析モデル (補強 トa区間),表- 1に解析

に用いた物性値一覧表,秦-2にモデル化対象物と要素

種類を示す.

解析対象領域は,水平方向は トンネル掘削径の4倍

(4D),鉛直方向は トンネル掘削径の3倍 (3D)とした.

境界条件は,モデル側方を鉛直ローラー,底面を固定と

した.

4-4 解析手順

表-3に解析手順 (補強 トa区間)を示す.他の検討

断面も同様とする.

4-5 解析結果

表-4に補強案比較表を示す.また,表-5に各補強
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表Il -ri軒日直 ･-LIL

風化層 未風化層 盛土層 人工地1｣｣層 EPS層 地盤故良層

単位体積重量γ恥N/m3) 2() 22 20 20 0.29 20

粘着力C(kN/m2) 70 1日ー り い 0
内部摩擦角軒 ) 40 42 4() 4() 40

ポアソン比 ソ 0.35 0.3() ().35 0.20 0.1() 0.2

トンネル直上の高盛土を考慮した二次覆工の設計

秦- 2 モデル化対象物と要素種類

秦-3 解析手順 (補強トa区間)

sTEPl 初期応力解析 STEP2 上 .下半掘削 sTEP3 支保建込み sTEP4 インバート掘削

【 ■̀ヽ′ヽ′七コ二プRL ′′ ､ヽ′ ヽ′ l L■ヽ■■一一■ LI.__ ∫

岳TEi,5 インバート構築 主産it,~2次撹二一二構築 sTEP7 盛 土

L L 表 .㌍

L L LL

応力解放率 65% アーチ祁柳襲さ t=60cm (梁翼素) -一次支侃無役 (E7≒0)

表-4 補強策の比較

検討案 ①コンクリー ト,鉄筋 ②EPS(軽量盛土材)を ③ トンネル上部にコンクリ-トスラブを ④ トンネル側部 .下部を
による補強 併用した場合 構築した場合 地盤改良した場合

概要図 ､表 一芸 5撃 葺-nm ≡ヨ ｣温人工地liJ/憲慧汁/追 払/ A:L地LlJソ転 LI

構造概要 覆工コンク1H 6Ck=50N/mm; 覆工コンクリート O.ck勾ON/mmコ 授jIコンターH o,ck=5ON/1ー1m-i 覆工コンク1トト dek=50N/nm一〇

補強鉄筋 (sD390) 補強鉄筋 (sD345) 補強鉄筋 (sD390) 補強鉄筋 (sD345)
アイ 内側 D25@165n甘n2段 アイ 内側 D25@2Cn1Ⅵrl2段 アイ 内側 D25@160lー1m2段 アイ 内側 Dl6@200mm l段

外側 D25@165mm2段 外側 D25@200mm2段 外側 D25@160mm2段 外側 D25@200nlm1段
イン)トト内側 D25@165mm2段 インハLHXj側 D25@2Ch n2段 インハ～-柄 倒 D25@160nm 2段 インハ+-卜州別 Dl9@200mm 1段

外側 D25@165mm2段 外側 D25@2C仇一一m2段 外側 D25@160Im12段 外側 D16@2COmm l段

EPS(蕗土天端より7m下方に設置)コンクリ-トスラ 7+(トン頼立上に構築) 地LL改良(トンネ棚柑;ー下部を置換)
帽50m 高さ5m 長さ38m 帽2(h1 高さ().5m 良さ38m 変形計数E=100kN/em明度

総量 約10cm一一3 総鼠̂ 約4cm一一3鉄筋 D16@3〔粗Tlm まで改良するものとして検討実施

施工性 〇 〇 /~'､､'＼J △

経i創生 ･~＼) × △ △
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秦-5 各補強案における部材力-堤

西松遥設技報 Vol.22

検討 アーチ末端部 アーチ;描; インバー ト中央部 インバー ト端部 欄考
部 材 曲げ 軸力 部 材 曲げ 軸力 :['j'.I;材 曲げ 軸力 =tiJ.E凋~ 曲げ 軸力

厚 3/-I モ-メント (kN) 厚 も モ-メい (kN) l'まき モーメント (kN) 厚さ モーメント (kN)

莱 (clt1) (kN.Ⅰ一一) (cm) (kN.ltt) }(cm) (kN.nl) (cm) (kN.ltt)

申 60 ().74 2.0 6() -().82 4.1 6() 0.81 I.9 60 -0.63 3.1 採用

(七' りヾ 1.2() 1.9 ～) -1.3() 4.2 80 1.4() I.9 80 -().94 3.1

{ziヽ＼rJ 6() ().53 1.8 6() -().66 3.(i ()() 0.60 I.8 60 -().52 2.7

(+)+ ()() ().64 2.2 6() -().85 4.2 6() ().81 2.0 6() -0.65 3.2

(rl:.)り)'ほ捌オ厚 をF;()clllとして中 と同条件で検討 したもの

案における部材力一覧を示す.

(1)コンクリー ト 鉄筋による補強

本案は, トンネル覆工厚を増加させ,二次覆工の断面

剛性を増加させることを目的としたものである.覆工厚

は,これまでの トンネル実績から t=60cm-80crnの場合

で解析比較を行った (秦-5①,①').

検討の結果,部材剛性の増加に伴って,断面積および

断面係数の増分よりも断面力の増分の方が大きくなる傾

向が現れた.結果的に覆工を厚 くすることにより,部材

応力度が増加し,許容応力度を満足しないことが判明し

た.よって部材厚∠=60cm程度が浸透であるものと判断した.

また,二次覆工へ高強度コンクリー トを採用するとと

もに,覆工の内側 ･外側に配置 した補強鉄筋によって,

断面補強を行う場合について検討 した.その際,所要の

鉄筋量を確保するには,鉄筋径を大きくする必要があっ

た.しかし,極太鉄筋は坑内での施工性が悪 く,なおか

つ配筋ピッチが小さいとコンクリー トの充填性を阻害す

ることが考えられるため,高強度鉄筋 (sD390)を採用

するとともに,鉄筋径を25mmまでにとどめるよう配慮

した.

検討の結果,設計基準強度50N/nlIがの高強度コンクリ

ー トと補強筋D25を165111mピッチで内外各2段配置する

ことで,安定を確保することができるものと判断した.

(2)EPS (軽量盛土材)を併用した場合

本案は,盛土材の一部をEPS (軽量盛土材)で置き換

えることによる荷重の低減によって,二次覆工に発生す

る断面力を低減 させることを目的 としたものである

(秦-5②).

検討の結果,厚さ5mのEPSを幅50m程度配置 した場

合が,断面力の低減に対 して最も効果があることが明ら

かとなった.しかし,材料費が高価で経済性に劣ること,

および土捨場容量の低下を招 くこと等から採用を見送っ

た.

(3)トンネル上部にコンクリー トスラブを構築した場合

本案は, トンネル上部にRCスラブを構築することに

より,盛土荷重によって生ずる トンネル天端付近の曲げ

モーメントを低減させることを目的としたものである
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(秦-5③).

検討の結果, トンネルアーチ部の断面力の低減に若干

の効果があるが,アーチとインバー トの接合部では逆に

増加傾向を示すことが明らかとなった.

(4)トンネル側部 ･下部を地盤改良した場合

本案は, トンわ レ周囲に,地山より大きな変形係数を

有する改良域を形成することにより, トンネルの地山側

への変形を抑えることを目的としたものである(表-5④).

検討の結果,改良域の形成により,二次覆工に生 じる

断面力は低減する傾向にあった.しかし,十分な低滅が

得られなかったうえ,当該地山は,亀裂の発達 した砂岩

であるため,所定の地山改良効果が得られない場合,二

次覆工への負担が増加することが懸念された.したがっ

て,その効果の確認の困難さ,経済性の面から採用を見

送った.

以上の対策工を比較検討 した結果,本工事が前例の少

ないケースであることから,確実な設計 ･品質管理が行

える工法が要求さゴ1,また他工法より経済性に優れるこ

とから(1)案を採用 した.各検討断面での解析結果より

決定 した各補強断面の配筋図を図-9に示す.

隻5.高強度コンクリートの配合と試験結果

検討の結果, トンネル断面には大きな断面力が発生す

るため,二次覆工コンクリート強度に通常 (o･ck=18N/mm2)

の2倍以上大きい高強度コンクリート(最大 dck=50N/mm:)

を採用する必要があるとの結論を得た.

一般に高強度コンクリー トは,水セメント比W/Cが小

さく,セメント量が多いという特徴を有 しているために,

発熱量が大きく温度応力によるひび割れが発生する可能

性が高 くなる.そこで,今回は施工後上載荷重を受ける

までの時間に余裕があることに着日し,長期的に硬化を

進展させることによって水和熱の上昇を抑えることが賢

明であると考えた.よって,設計基準強度を保証する材

齢は91日に設定 した.

コンクリー トには,発熱をより小さくする目的で低発

熱型セメントを用いるものとした.低発熱型セメントに
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補強 Ⅰ断面

<補強トa区間>
設計基準強度6ck=50N/mm2

補強鉄筋 D25@165 4段配筋 (sD390)

<補強トb区間>
設計基準強度qck=40N/mm2

補強鉄筋 D25@200 4段配筋 (sD345)

沼 配力筋ピッチ @300とする ｡

函

設計基準強度
dck=30N/mm2

済 恩

トンネル直上の高盛土を考慮した二次覆工の設計

補強Ⅲ断面

図-9 補 強断面 配筋図

表-6 覆工コンクリー トの示方配合

配合 スラン7○7t1-倭 空気量 W/C 対憎 単位量(kg/m3)

NO (mm) (%) (%) 財率 衣 セメント Jgl骨材 粗骨材 高性能 適用

強度(N/lnm2)Nt一.lのみスランプ○(cm) Sh(%) W C S G AE減水剤

i 50 15±2.5 1.5±1,0 39.0 53.() 165 423 938 864 8.46 インハ十-潤;

2 50 55()士50 1.5±1.0 39.0 53.0 175 449 912 841 8.98 アーチ部
3 4() 550士5() I.5±1.0 45,0 5〔).i 175 389 888 917 7.39 アイ郭

4 3() 550±50 1.5±1.() 50.0 51.0 175 350 919 917 7.35 アーチ部

は,水和熱そのものの抑制に加え発熱速度も緩やかにす

ることができる高ビーライト型セメントを採用した.さ

らに,発熱量の低減にはセメント量の絶対量を減らすこ

とも効果があるため,高性能AE減水剤を使用すること

とした.

高強度コンクリー トは,粉体量が多いので,コンクリ

ート自体の粘性がかなり高い.反面,粘性が高いため分

離しにくいという特徴を有しているため,施工性を考え,

スランプフロー50cm程度を目標とした.表-6に二次

覆工コンクリー トの示方配合を,秦-7に圧縮強度試験

結果を示す.

秦-7 圧縮強度試験結果

配合 設計 基 準 圧縮強度 (平均)

Nt) 強度(N/1一一m2) (N/mm7-)7E臓ミ度 28日強度 9日ヨ強度

i 5() 19.6 50.4 68.()

2 50 17.0 42.5 58.2

3 4() 12.7 35.5 49.5

4 30 10.() 32.7 46,()
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秦-8 補強部二次覆工計測項目および計測位置
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補強区問 補強Ⅲ区問(13k25H-p63k307 補強 Ⅰ区間(13k307-63k427 E 祁胤 馴 呈Jl 63k42ト 63k448トh5()Ⅰ一一 Ⅰ-a3Rltt Ⅰ-b32nt

測 rL trTl L′｢ la3 lrJ く=) ⊂⊃ ⊂⊃ くつ ⊂⊃ ⊂⊃ こ: こ) ⊂⊃ ⊂〉 ⊂) ⊂⊃㌫J 索,上∠ ≡ 試.i 寸≡ 宍讃 票栄 ≡rr｢ 辛讃 許諾 辛Jdrn 寸Aぐ｢ーぐ＼】-1-Arrー ｢｢1-宍 寸寸上dr一｢
芸 芸 rr)=ヽ 芸 芯 芯 ⊃ヾ ＼J⊃ i こ占 こ占 ＼､D ニヽ ＼エ) =ヽ ＼J⊃

計批二一二A 親告;I.調教 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
ji端.変位i那 ○ ○ (⊃○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計 測:l二Ⅰ', 紙iijLj応力i川'J ○ ○ ○
盲賀二1二応ノJii.EI'j ○ ○ ○

Bil-10 計測位置図

§6.計測計画

計測は, トンネル掘削による周辺地山への影響を随時

把握すると共に,支保構造の妥当性および健全性を検証

することを目的として計画した.秦-8に計測項目およ

び計測位置,図-10に計測位置図を示す.秦-9に測

定頻度計画を示す.

トンネル直上の盛土は,今後数年にわたって構築され

る計画である.

盛土の進行にあわせて,二次覆工各部分の応力状態を

把握し,部材の健全性および計画盛土量実施の可否を確

認する必要がある.また,盛土途中段階で得られた応力

から,最終段階における断面状態を推定し,盛土管理を

行う必要がある.

$7.おわりに

本報では,土被 りの小さい トンネル直上の高盛土を考

慮した二次覆工の設計について報告した.

検討の結果,予想する高盛土荷重に対して,以下に示

す覆工構造および対策工で トンネルの安定を確保できる

と判断した.
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秦-9 測定頻度計画

トンネル上郡の盛二!二高 さ 測定頻度

lDまで 1回/2トー

汰)D(トンネル外径)-=111

(1)断面形状の変更

(2)偏土圧防止用人工地山の構築

(3)部材厚の増加 (部材厚t=60cm)

(4)高強度コンクリー ト(Q｡k=50N/mm2),高強度鉄筋

(sD390)の採用

今後の課題は,今後数年間に渡って施工される盛土の

進行にあわせて,設計において予測した断面力と計測結

果を比較し,設計の妥当性および構造物の健全性の検証

を行う必要があることである.

本工事は,二次覆工施工後の トンネル上部に30mの高

盛土をするという厳しい条件が与えられたが,国土の有

効利用の面からみればこのようなケースは今後も十分考

えられる.本報が,今後同様なトンネル設計の参考にな

れば幸いである.

最後に,本工事の設計 ･施工に当たってご指導,ご尽

力をいただいた,日本鉄道建設公団設計技術室 ･九州新

幹線建設局 ･出水鉄道建設所の各位をはじめ関係各位に

深甚の謝意を表します.
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